
1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

計 17

18

19

20

21

1 22

2 23

3 24

4 25

5 26

6 27

7 28

8 29

9 30

10 31

11 32

12 33

13 34

14 35

15 36

16 37

17 38

18 39

19 40

20 41

21 42

22 43

23 44

24 45

25 46

26 47

27 48

28 49

29 50

30 51

31 52

32 53

33 54

34 55

35 56

計 57

58

関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 59

60

61

1 62

2 63

3 64

4 65

5 66

6 67

7 68

8 69

9 70

10 71

11 72

12 73

13 74

14 75

15 76

16 77

17 78

18 79

19 80

20 81

計 82

計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村） 令和4年度 岡山県笠岡市

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

一般会計 25,638 24,873 766 643 416 27,414 笠岡市総合福祉事業団吸江社 0 13 30 - - - - -

笠岡市へき地診療施設特別会計 18 16 2 2 2 4 笠岡市文化スポーツ振興財団 0 326 316 - - - - -

笠岡市公共用地取得事業特別会計 49 49 0 - 49 24 笠岡放送（株） 0 0 2 - - - - -

実質赤字額

一般会計等（純計） 25,655 24,887 768 645 27,442 -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

笠岡市国民健康保険事業特別会計 5,221 5,169 52 52 458 - - -

笠岡市国民健康保険真鍋島直営診療施設特別会計 24 23 0 0 9 - - -

笠岡市介護保険事業特別会計 6,317 6,095 222 222 942 - - -

笠岡市後期高齢者医療特別会計 797 792 4 5 202 - - -

笠岡市水道事業会計 1,391 1,223 168 1,624 31 699 278 - 法適用企業

笠岡市病院事業会計 2,443 2,100 343 393 322 565 341 - 法適用企業

笠岡市下水道事業会計 1,582 1,503 79 - 740 10,117 5,099 - 法適用企業

笠岡市土地造成事業特別会計 2 2 0 - - - - - 法非適用企業

笠岡市工業団地造成事業特別会計 0 0 0 - - - - - 法非適用企業

連結実質赤字額

公営企業会計等 2,296 11,381 5,718 -

岡山県笠岡市・矢掛町中学校組合 57 56 1 1 - 64 49

岡山県西部衛生施設組合 1,099 1,071 28 28 - 36 13

岡山県西部環境整備施設組合 613 583 30 28 - 135 82

笠岡地区消防組合 1,416 1,409 7 7 - 460 238

岡山県西部地区養護老人ホーム組合 120 116 4 3 - 4 2

岡山県市町村総合事務組合一般会計 6,273 6,106 167 167 19 - -

岡山県市町村総合事務組合貸付金特別会計 776 379 397 397 - - -

岡山県市町村総合事務組合拠出金事業特別会計 241 230 11 11 237 - -

岡山県市町村税整理組合 92 75 17 17 20 - -

岡山県後期高齢者医療広域連合一般会計 318 315 3 3 226 - -

岡山県後期高齢者医療広域連合特別会計 292,382 292,372 10 10 8,484 - -

岡山県西南水道企業団 964 598 366 1,746 - 437 -

一部事務組合等 2,418 1,136 384

地方公社・第三セクター等 348 - - - - -

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 分母比 区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 分母比 内訳 令和2年度 令和3年度 令和4年度 分母比

元利償還金 2,105,564 2,237,385 2,303,269 19.9 一般会計等に係る地方債の現在高 26,613,353 27,449,329 27,442,216 236.7 PFI事業に係るもの 391,935 372,221 333,884 2.9

減債基金積立不足算定額 - - - - 債務負担行為に基づく支出予定額 456,539 418,573 517,121 4.5 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - - 公営企業債等繰入見込額 6,940,868 6,123,275 5,718,287 49.3 国営土地改良事業に係るもの - - - -

公営企業債の元利償還金に対する繰入金 655,891 536,809 523,377 4.5 組合等負担等見込額 655,081 501,834 384,253 3.3 森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 162,769 159,173 155,531 1.3 退職手当負担見込額 2,936,387 2,992,894 3,049,083 26.3 地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 57,622 56,546 93,020 0.8 設立法人等の負債額等負担見込額 - 1,001 2,058 0.0 依頼土地の買い戻しに係るもの - - - -

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - - - 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

合計 (Ａ) 2,981,846 2,989,913 3,075,197 連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - -

内訳 令和2年度 令和3年度 令和4年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの 38,303 38,320 38,337 0.3 (Ｅ) 37,602,228 37,486,906 37,113,018 その他上記に準ずるもの 64,604 46,352 183,237 1.6

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能基金 2,484,594 3,576,691 4,099,563 35.4 笠岡市下水道事業会計 6,507,194 5,648,808 5,099,112 44.0

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 5,440,469 5,607,496 5,545,899 47.8 笠岡市病院事業会計 349,764 319,031 341,144 2.9

地方公務員等共済組合に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 22,885,283 22,164,671 21,513,773 185.6 笠岡市水道事業会計 83,635 155,436 278,031 2.4

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ) 30,810,346 31,348,858 31,159,235 笠岡市介護保険事業特別会計 - - - -

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 59.5 51.0 51.3 その他の会計 275 - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - - 地方道路公社に係る将来負担額 - - - -

その他上記に準ずるもの 8,677 8,974 46,578 0.4 土地開発公社に係る将来負担額 - - - -

利子補給に係るもの 10,642 9,252 8,105 0.1 健全化判断比率 令和4年度 早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - - -

特定財源の額 (Ｂ) 359,214 314,749 287,316 実質赤字比率 - 12.91 20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - 1,001 2,058 0.0

標準財政規模 (Ｃ) 13,273,097 13,895,677 13,413,490 連結実質赤字比率 - 17.91 30.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 1,860,131 1,880,389 1,821,732 実質公債費比率 7.2 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 11,412,966 12,015,288 11,591,758 将来負担比率 51.3 350.0

(単年度) 6.7 6.6 8.3

(3ヵ年平均) 6.4 6.5 7.2
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